
　

令和６年度日高町下水道事業会計補正予算（第３号）について

令和７年３月１０日   提　出

 日 高 町 長　　　松　本　秀　司

　　　令和６年度日高町下水道事業会計補正予算（第３号）を別紙のとおり計上する。

議 案 第 ６ 号





千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　　第２項　営業外費用 30,842

支　出

2,401 33,243

　第１款　事業費 429,644 10,003 439,647

　　第１項　営業費用 398,801 7,602 406,403

　　    日 高 町 長　　　松　本　秀　司

  （計）（科　目） （既決予定額）

職員給与費

（補正予定額）

29,24229,368 △ 126

（他会計からの補助金）

　第４条  予算第９条中「196,362千円」を「196,236千円」に改める。

  　　　　  令和７年３月１０日   提　出

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第３条  予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。

令和６年度日高町下水道事業会計補正予算（第３号）

（収益的収入及び支出）

（科　目） （既決予定額） （補正予定額）  （計）

　第２条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（総　則）

　第１条　令和６年度日高町下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

収　入

　第１款　事業収益 429,644

317,924

△ 126 429,518

　　第２項　営業外収益 318,050 △ 126
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４．令和６年度　日高町下水道事業予定貸借対照表

令和６年度日高町下水道事業会計補正予算（第３号）付属明細書

３．令和６年度　日高町下水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書

１．令和６年度　日高町下水道事業会計予算実施計画

２．令和６年度　日高町下水道事業会計予算事項別明細書



　収益的収入及び支出

  収 入 （単位：千円）

1．事業収益 429,644 △ 126 429,518

2．営業外収益 318,050 △ 126 317,924

2．他会計補助金 196,362 △ 126 196,236

　支  出

1．事業費 429,644 10,003 439,647

1．営業費用 398,801 7,602 406,403

5．総係費 39,725 △ 126 39,599

7．資産減耗費 1 7,728 7,729

2．営業外費用 30,842 2,401 33,243

2．雑支出 1 2,401 2,402

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

項 補 正 予 定 額 計

１．令和６年度　日高町下水道事業会計予算実施計画

款 目 既 決 予 定 額
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　収　入

金　　額

1. 事業収益 429,644 △ 126 429,518

2. 営業外収益 318,050 △ 126 317,924

2．他会計補助金 196,362 △ 126 196,236 2. 他 会 計 補 助 金 △ 126

　支  出

金　　額

1. 事業費 429,644 10,003 439,647

1. 営業費用 398,801 7,602 406,403

5. 総係費 39,725 △ 126 39,599 4. 法 定 福 利 費 △ 115

5. 法定福利費引当金 △ 11
繰入額

7. 資産減耗費 1 7,728 7,729 1. 固定資産除却費 7,728

2. 営業外費用 30,842 2,401 33,243

2. 雑支出 1 2,401 2,402 1. そ の 他 雑 支 出 2,401

対象外消費税

（農集）法定福利費引当金繰入額

（農集）職員共済組合負担金

内原東処理区通報装置残存価格

２．令和６年度　日高町下水道事業会計予算事項別明細書

既　決
予定額

補  正
予定額

計
区　　分

節

計

　収益的収入及び支出

款 項 目

款 項 目
既　決
予定額

補  正
予定額

4条予算の特定収入に係る控除

（単位：千円）

一般会計補助金

説　　　明

節
説　　　明

区　　分



当年度純利益 △6,493,262

減価償却費 204,389,000

固定資産除却費 7,729,000

固定資産売却損益（△は益） △1,000

貸倒引当金の増減（△は減少） 0

賞与引当金の増減（△は減少） 66,000

法定福利費引当金の増減（△は減少） △8,000

長期前受金戻入額 △120,113,000

受取利息及び配当金 △1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 27,574,000

未収金の増減（△は増加） 53,269

未払金の増減（△は減少） △3,349,434

たな卸資産の増減（△は増加） 0

小　　　　　計 109,845,573

受取利息及び配当金 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △27,574,000

業務活動によるキャッシュ・フロ－ 82,272,573

　　　　　　　　　３．令和６年度　日高町下水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書

(令和６年４月１日から 令和７年３月31日まで)

（単位 ： 円）

1．　業務活動によるキャッシュ・フロ－
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有形固定資産の取得による支出 △60,468,303

有形固定資産の売却による収入 1,000

国庫補助金等による収入 45,708,000

負担金等による収入 1,000

投資活動によるキャッシュ・フロ－ △14,758,303

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 45,900,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △143,938,428

他会計からの出資による収入 59,255,000

財務活動によるキャッシュ・フロ－ △38,783,428

資金に係る換算差額 0

資金増減額 28,730,842

資金期首残高 125,043,544

資金期末残高 153,774,386

2．　投資活動によるキャッシュ・フロ－

3．　財務活動によるキャッシュ・フロ－

（単位 ： 円）



（単位 ： 円）

1．
(1)

イ． 土地 195,508,030
ロ． 建物 256,685,220

減価償却累計額 △29,972,829 226,712,391
ハ． 構築物 3,487,941,852

減価償却累計額 △212,749,505 3,275,192,347
ニ． 機械及び装置 507,840,365

減価償却累計額 △166,361,732 341,478,633
ホ． 車両及び運搬具 1,454,545

減価償却累計額 0 1,454,545
ヘ． 建設仮勘定 5,421,000

4,045,766,946

4,045,766,946

2．
(1) 153,774,386
(2) 31,754,291

貸倒引当金 0 31,754,291
(3) 0
(4) 0

185,528,677

資　産　合　計 4,231,295,623

有形固定資産

４．令和６年度　日高町下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

　　　　　　資　 　　産　　 　の　　 　部

固定資産

有形固定資産合計

固定資産合計

流動資産
現金預金
未収金

前払い金
その他流動資産

流動資産合計
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（単位 ： 円）

3．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 1,359,291,175
1,359,291,175

4．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 152,056,492
(2) 12,909,120
(3)
(4)

イ． 賞与引当金 1,832,000

ロ． 法定福利費引当金 337,000 2,169,000

167,134,612

5．
2,418,920,733
△240,969,985

2,177,950,748

負　債　合　計 3,704,376,535

6． 437,509,855

7．
(1) 資本剰余金

イ． 国庫補助金 87,719,515
ロ． 他会計補助金 20,069,000

107,788,515
(2)

イ． 減債積立金 0
ロ． 当年度未処理欠損金 18,379,282

△18,379,282
89,409,233

資　本　合　計 526,919,088

負債・資本合計 4,231,295,623

流動負債合計

　　　　　　負　 　　債　　　 の　　　 部

固定負債
企業債

固定負債合計

流動負債
企業債

未払金
預り金
引当金

剰余金合計

繰延収益
長期前受金
収益化累計額

繰延収益合計

　　　　　　資　 　　本　　　 の　　　 部
資本金

剰余金

資本剰余金合計
利益剰余金

利益剰余金合計



Ⅰ．

１．固定資産の減価償却方法

・

・ 主な耐用年数

建物 ５８年

構築物 ３８年

機械及び装置 ５～１６年

車両及び運搬具 ５年

工具器具及び備品 ３～５年

２．

・

３．

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の負担
に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

（３）法定福利費引当金

　　  注 記

重要な会計方針

（１）有形固定資産

減価償却の方法　　定額法による。

たな卸し資産の評価基準及び評価法

先入先出法による原価法（貸借対照評価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

退職給付引当金は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、日高町下水道事業会計は、当該組合に負担金を拠出し
ているが、一般会計との間で協定書を締結することにより、追加的な調整負担金は、全額一般会計において措置すること
となっているため、日高町下水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上
している。
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４．

Ⅱ．

１．

Ⅲ．

１．

該当事項なし

２．

３．

４．

Ⅳ．

Ⅴ．

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として １，１３３,０００円 を支給するため、法定福利費引当
金 ３４５,０００円を取り崩す。

（３）貸倒引当金の取崩し

該当事項なし

（２）法定福利費引当金の取崩し

重要な後発事象

該当事項なし

その他の注記

該当事項なし

重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

該当事項なし

引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として ５，９５９，０００円 を支給するため、賞与引当金１，７６６，０００
円を取り崩す。

１，３８３，６４８千円

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

予定キャッシュ・フロ－ 計算書等関連

重要な非資金取引

該当事項なし

予定貸借対照表等関連

担保に供している資産及びこれに対応する債務

企業債の償還に係る他会計の負担




